
平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

65 65

生涯学習課長
市澤　信明

47.90

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 53.19

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

50.00

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

5.15 5.15

生涯学習課長
市澤　信明

3.98

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 5.13

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

4.13

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

2.65 2.65

生涯学習課長
市澤　信明

2.72

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 2.63

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

2.57

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

27 27

生涯学習課長
市澤　信明

27

補助
事業

■ 該当 ■ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 27

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

26

5,776 9,349 139,537 74

8,537 147,190

3,573

9,023 75,192 77

3,942

特定財源 一般財源

10,055 73,394

1,500 408 1,908 1,908,000

市民スポーツの振興

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 13 生涯学習の推進

事務事業名
指標

（単位）
実績値

基本事業番号・名 13-04

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

4,616 659,429

5,568

3,051 5,912 8,963 142,270

2,969

目的
・

意図 8

対象

対象

2,969

目的
・

意図 63

6,865

自主的なスポーツ活動を行う
個人や団体の育成を図るた
め､研究･協議･連絡調整を図
り､実践活動を行う

8,016

121

6,884

事業への
参加率
（延べ参
加者数/ス
ポーツを
やりたい
と思って
いる市民
数）
(％)

137

委員参加
率
(％)

3,051

58

気軽に参加できる機会が得ら
れ、自主的にスポーツ活動を
行い、継続してもらう

事業の実
施回数
(回)

7 3,942
①少年少女駅伝大会②つなひ
き大会③中学校スポーツ大会
④その他

スポーツをやりたいと思って
いる市民(７歳以上)

3,791

67 3,573

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

事業
内容
・

活動
手段

①定例会(月1回)②専門部会
等(年複数回)③研修会④ス
ポーツ･健康推進団体への委
員派遣⑤上部組織への負担金
⑥実践活動

スポーツ推進委員(市の非常
勤公務員)

実施回数
(回)

終期

横出し

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

行政
補完的

政策的

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

根拠
法令
等

対象

指定
管理

補助
金

・社会教育法
・スポーツ基本法

行政
補完的

政策的

1

廃止予定
の有無

1

 直営
（委託無）

全部
委託

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

市内スポーツ団体の育成

活動費補助金の交付

財政健全経営計画
実行プラン

交付件数
(件)

一部
委託

指定
管理

上乗せ

市内スポーツ活動団体（体育
協会）

事業
内容
・

活動
手段

小平市 東村山市 清瀬市

1,500

目的
・

意図 1

体育協会
加盟団体
数
(団体)

1,500

1,500

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

13-04-01

生涯学習課
スポーツ振興係

スポーツ推進委員
会運営事業

生涯学習課
スポーツ振興係

13-04-03

生涯学習課
スポーツ振興係

スポーツ大会事業

体育協会活動支援
事業

13-04-04

13-04-02

生涯学習課
スポーツ振興係

スポーツ教室事業

該当

終期

行政
補完的

該当

上乗せ 横出し

給付
事業

補助
金

西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

・スポーツ基本法
・社会教育法

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

根拠
法令
等

該当

根拠
法令
等

根拠
法令
等

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市

努力義務的
(法律・政令等)

終期

西東京市

対象 外部評価

・スポーツ基本法
・社会教育法

小平市 東村山市 清瀬市

東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

上乗せ 横出し

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

・スポーツ基本法
・東久留米市スポーツ推進委員に関する規則

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

総合評価（課題・方向性）：少年少女
駅伝大会や市民つな引き大会など、毎
年恒例行事として市民に根付いている
大会が多い。市民のスポーツ人口確保
のためにも継続した実施が必要であ
る。

3 達成度 3

説明：市民つな引き大会、少年少女駅伝
大会などのスポーツ大会を実施して市民
のスポーツに対する意識啓発に繋がって
いる。

説明：補助金の活用、周知方法の改善や
魅力の向上が考えられる。

　

効率性 3 達成度 1

説明：市体育協会への委託事業の１つで
あるファミリースポーツフェスティバル
の参加者が、天候不順により前年比1,144
人減少したため、達成度が低下した。

制度改正の
余地がある 　30年度の方向性

30年度の方向性 現状維持

業務フローに改
善の余地がある

拡大

説明：東京都市長会からの補助事業につ
き、制度改正の余地はない。市体育協会
や指定管理者への委託事業、スポーツ推
進委員会の事業として実施している事業
が多く業務フローに改善の余地は少な
い。今後も改善の余地が見つかれば改善
していきたい。

総合評価（課題・方向性）：２０２０
年東京オリンピック・パラリンピック
へ向けたスポーツ人口の増加のため、
スポーツに触れる機会が少ない又は無
い市民が参加しやすい事業を拡大して
実施する必要がある。市長会から新た
な補助金を得て、ハンドボールフェス
ティバル事業とウォーキング事業を実
施予定である。

説明：東久留米市体育協会は、ＮＰＯ法
人格を取得以降、市の支援のもと、組織
及び業務並びに財政における健全性・安
定性・効率性に努めている。一方で、加
盟団体の数については、減少することな
く現状の27団体を維持している。

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

☑

3 達成度 3

効率性

業務フローに改
善の余地がある ☑ 制度改正の

余地がある

30年度の方向性 現状維持

説明：市内に加盟団体のないスポーツへ
の活動支援及び登録支援による団体の設
立推進が考えられる。

総合評価（課題・方向性）：東久留米
市体育協会には将来的には自己財源の
みで事業実施等できるよう、独立を目
指してもらう必要がある。しかし、現
状では自己財源のみで運営できるまで
の状況には至っておらず、引き続き支
援が必要である。

効率性

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 拡大

説明：法令に基づき実施している事業で
あるため、制度改正は難しい。また、業
務フローも明確に定められていることか
ら、改善の余地は少ない。

総合評価（課題・方向性）：２０２０
年東京オリンピック・パラリンピック
を控え、市民のスポーツ参加率の向
上、障害者スポーツの振興に寄与する
活動が多く、拡大していく必要があ
る。また、障害者スポーツ部会が中心
となって障害者スポーツの振興に努め
ている。29年度より新たにフィットネ
スウォーキングを実施予定である。
ウォーキングを通して、市民がスポー
ツを始めるきっかけ作りをしていきた
い。

効率性 3 達成度 1

説明：毎月の定例会をはじめ、各事業部
会での打合せも頻繁に開催され、会議は
増加傾向にある。しかし、委員各人は、
日中の仕事や私用などがあり、会議の出
席が困難になっており、出席率が低下し
た。

業務フローに改
善の余地がある

4,798 685,429 103

73,7778,927

事業
内容
・

活動
手段

5,365 2,062

3,791

対象

1,500

気軽に参加できる機会が得ら
れ、自主的にスポーツ活動を
行い、継続してもらう

①各種初心者･初級者教室②
ニュースポーツデー③ジョイ
フルファミリーウォーキング
④その他

事業の実
施回数
(回)

1,500

目的
・

意図

5,384 2,139

事業
内容
・

活動
手段

825

856

スポーツをやりたいと思って
いる市民(７歳以上)

5,330

120

2,0392,686

7

事業への
参加率
（延べ参
加者数/ス
ポーツを
やりたい
と思って
いる市民
数）
(％)

3,778

1,928 1,928,000 100

413 1,913 1,913,000

4,390 548,750

1,500

3,778 612

1,500 428

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

特定財源 一般財源

市民スポーツの振興

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 13 生涯学習の推進

事務事業名
指標

（単位）
実績値

基本事業番号・名 13-04

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

474,000 474,000

生涯学習課長
市澤　信明

468,632

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 473,955

事業
形態

□ □ □ ■ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ ■ 対象(平成22年度）
増加を目
指す指標

456,152

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

181,000 181,000

生涯学習課長
市澤　信明

183,768

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 180,488

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

193,438

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

60 60

生涯学習課長
市澤　信明

61.11

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 38.89

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

47.37

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

140 130

生涯学習課長
市澤　信明

136

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 121

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　負担金　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

128

35,000

75,458 3,259

91,632

3

効率性 3

52,000

430 413

達成度 3

説明：指定管理者、都体育協会、市体育
協会及びスポーツ推進委員との連携によ
り、一定水準の参加者を維持している。
今後も、参加者数の維持増加へ向けて、
スポーツ振興を図る必要がある。

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

358,129130,717

816,000

説明：体育施設開放や貸出業務は体育協
会に委託することで経費節減を図ってい
る。大きなトラブルも無く、安定した管
理運営が実施されている。

30年度の方向性

137,745 377,384

説明：施設の維持管理は体育協会に委託
することで経費節減が図られているもの
の、施設の老朽化が進んでおり、維持管
理に係る費用は増加傾向である。28年度
は例年より多くの箇所の修繕を実施する
事が出来た為、効率性が上昇した。

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性

対象

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

・スポーツ基本法
・東久留米市スポーツセンター条例

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

全部
委託

一部
委託

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

指定
管理

補助
金

51,521

事業
内容
・

活動
手段

指定管理者制度９年目
東京ドームグループによる個
人開放、団体貸出、各種自主
事業（レッスン等）を実施

127,458

47,000

対象

359

市民、近隣住民、市民を中心
とした登録団体

134,727

365 126,632

359 53,656

スポーツに親しめる場を提供
する

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

利用日数
(日) 延べ利用

者数
(人)

365

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

3,380 130,012 356,197 99

市民、近隣住民、市民を中心
とした登録団体

87,727 3,018

横出し
利用日数
(日) 延べ利用

者数
(人)

62,196

51,521 4,706 56,227 156,621 102

事業
内容
・

活動
手段 53,656 4,537 58,193 162,097

目的
・

意図 365

修繕実施
回数
(件)

修繕した
ことに
よって、
施設整備
環境の改
善が図ら
れた件数
(％)

目的
・

意図 359 62,196

 直営
（委託無）

全部
委託

事業
内容
・

活動
手段

スポーツに親しめる場を提供
する

体育施設（テニスコート、野
球場、運動広場）の個人開
放、団体貸出を実施

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

・スポーツ基本法
・都市公園条例　・東久留米市立市民体育施設条例

行政
補完的

政策的

14

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

根拠
法令
等

対象

目的
・

意図

・スポーツ基本法
・社会教育法
・東京都市町村総合体育大会開催基準要項
・東京都市町村総合体育大会開催基準要項細則

4,485 66,681 185,741

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

18 22,660

体育施設
（学校スポーツ開放施設、体
育協会事務室含む）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

利用者が安全で快適に利用で
きる施設･設備環境の整備

・施設の保守点検
・施設の修繕

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

・スポーツ基本法
・都市公園条例
・東久留米市立市民体育施設条例

廃止予定
の有無

大会参加者

上乗せ 横出し
実施大会
数
(回) 参加者数

（人）

東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

1

小平市

スポーツに親しめる機会を提
供する

1

対象

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

408 408 816

市町村総合体育大
会参加支援事業

都内市町村で開催する年1回
の総合スポーツ大会に対し、
負担金･参加費の支出、開会
式への出席を実施

給付
事業

該当
事業
内容
・

活動
手段

目的
・

意図

1 430

408

420

根拠
法令
等

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

13-04-08

生涯学習課
スポーツ振興係

体育施設管理運営
事業

13-04-07

生涯学習課
スポーツ振興係

体育施設維持管理
事業

13-04-06

生涯学習課
スポーツ振興係

13-04-05

生涯学習課
スポーツ振興係

スポーツセンター
管理運営事業

根拠
法令
等

根拠
法令
等

843,000

12,887 6,161 19,048 828,174 102

420 428 848 848,000 105

22,660 5,871 28,531 1,585,056

14,109 5,939 20,048 1,432,000

843

23 12,887

14,109

30年度の方向性 現状維持

説明：市内にある体育施設は屋外施設が
多いため、利用者数が天候の影響に左右
されやすい。屋内施設の設置や施設の新
設による利用者の増加が考えられる。

総合評価（課題・方向性）：借地に設
置されている施設が多く、事業継続性
が外的要因に左右されている。地権者
の状況に注視し、代替方法についても
調査・研究が必要である。

達成度 3

　制度改正の
余地がある 　

3

現状維持

説明：指定管理者、市体育協会及びス
ポーツ推進委員等と協力して、市内のス
ポーツの取り組みをより活発化させる。
それによって、競技レベルの向上や出場
種目の増加による参加者数の改善の余地
がある。

総合評価（課題・方向性）：都内市町
村が主催する総合スポーツ大会につ
き、最低限の継続した支援が必要とな
る。また、市町村を５つのブロックに
分けて幹事を輪番制としているが、ブ
ロック幹事市になると、東久留米市に
おいても会場になる。今後も継続した
協力が必要である。

現状維持

説明：施設の細かい修繕等の維持管理に
ついては、現状も体育協会へ委託してお
り改善の余地は少ない。経費節減を図り
ながら施設の改善に取り組む必要があ
る。制度改正については、改善の余地が
あれば改善していきたい。

総合評価（課題・方向性）：公共施設
使用料の改正により、運動広場やゲー
トボール場等の無料施設が有料化され
た。今後も、適正な受益者負担と併
せ、計画的な施設維持管理が必要とな
る。

効率性 5 達成度

効率性 達成度 3

説明：指定管理者として３期１年目（１
１年目）を迎え、指定管理者による自主
事業メニューの随時見直しなど、改善努
力をしている。また、利用者の多様な
ニーズに合わせたサービスの提供によ
り、利用者数は毎年同水準を維持してい
る。他の自治体での経験を活かした効率
的な運営がなされている。

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

業務フローに改
善の余地がある

30年度の方向性 現状維持

総合評価（課題・方向性）：開館時間
の延長、充実した自主事業の実施、循
環バスによる集客など、指定管理者な
らではのサービスが提供されており、
市民サービス向上のためにも、指定管
理者による運営を継続する。今後も指
定管理者のより充実したサービス提供
を期待したい。

効率性 3

説明：指定管理者制度を採用している
為、改善の余地は限られている。改善の
余地があれば改善していきたい。

東久留米市


